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はじめに
　古くから農家の副業として県下で営まれてきた養蚕・製糸業は、幕末から明治期に始まる日本の
近代化に合わせ、横浜開港を契機に近代的な再編成を開始した。製糸業の近代的再編成はどのよう
に行われていったのか、その技術の改良と社会的な生産体制構築の視点から考察するのが本稿の目
的である。
　かつてWerner Sombardtは著書『近代資本主義』1において「高度資本主義時代における経済生活」
について考察し、その第 1 篇第 3 部で技術を、第 2 編第 1 部で資本を論じた。高度資本主義の時代
には、個々の生産手段の大きさが増大し、その生産手段がますます大きい全体的技術機構のなかで
使用されると述べている。そして、物的装置は無機的生産の領域で製出されるため、農業の領域か
ら無機的機械生産の領域へ経済生活の重心が移動することを指摘した。そうした変化は本県の製糸
業においても観察されるようである。製糸業の近代化を事例に、Sombardtがいう高度資本主義と
は何かを考えてみることにしたい。
　さて、第 1 節では、はじめに群馬県における製糸業の発展を概観する。そして、その発展を準備
した明治期の製糸業を振り返ってみよう。第 2 節では製糸業における技術の改良を、続く第 3 節で
は本県における製糸所の開設と前田正名『興業意見』によって製糸業興業の政策を検討する。
１．群馬県の産業動向と製糸業
　表1-1によれば、群馬県の生産額は1915（大正 4 ）年に工産品が約4000万円で全体の生産額約7200
万円の56％を占め、次いで農産品が約2800万円で39％を占めている。工産品では織物、生糸など蚕
糸類、農産品では繭、米、麦が主要な産物である。その内訳を『大正 7 年群馬県統計書』で見れば、
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1918年の県内主要産物の生産額は、織物5300万
円、生糸・熨斗糸など蚕糸類4100万円、繭3500
万円、米2500万円となっている。これを1938（昭
和13）年の数字と比較すると、この順位と生
産額は20年後の38年においても大きな変化はな
く、織物6700万円、生糸など蚕糸類4000万円、
米3200万円とあり、工産品では織物、生糸など
蚕糸類、農産品では繭、米が、大正から昭和初
期にかけて県の主要産物であったといえる。
　そして、38年の数字を15年のそれと比較すれ
ば総生産額と農産品生産額の増大が見て取れ
る。特に生糸など蚕糸類の生産量が増大したた
めである。米は1914（大正 3 ）年に約60万石の
生産量であったが、20年には80万石をわずかに
下回るほどまでに増大した。生糸は生産数量の
変動はあるものの、14年に20万貫、25年にはそ
の 3 倍の60万貫、35年には80万貫を超えるほどの増大を見た。
　図1-1は県産生糸と輸出生糸の量の推移を表している。1901年の5219トンから30年の28194トンへ
日本の生糸輸出は急激に増大した。1920年ころの戦後恐慌当時の県のデータが欠落しているが、県
内生産量は1901年の751.1トンから20年の1166トンへ 1 年当たり21.8トンの増加であったが、30年に
は2934.2トンを生産し、20年から30年にかけて同じく一年当たり176.8トンの割合で増加した。県内
表1-1　群馬県の生産額　単位：100万円
年 農産 畜産 林産 鉱産 水産 工産 合計
1915 28.3 0.8 2.1 0.3 0.1 40.3 71.9
1916 40.0 0.9 2.5 0.3 0.1 55.7 99.5
1917 59.8 1.1 3.7 0.4 0.2 84.8 149.9
1918 88.3 1.5 5.7 0.5 0.2 119.0 215.3
1919 120.4 2.4 8.2 0.8 0.3 189.6 321.7
1920 78.3 2.6 6.5 0.6 0.3 127.1 215.5
1921 78.1 3.2 8.6 0.8 0.4 192.7 283.8
1925 109.1 3.8 8.3 0.9 0.2 175.5 297.9
1926 92.3 3.7 5.8 1.1 0.4 137.9 241.2
1927 81.7 3.5 5.8 1.3 0.4 132.1 224.8
1928 79.5 3.7 5.9 1.6 0.5 151.9 243.2
1929 79.5 3.9 4.7 1.1 0.4 166.1 255.7
1930 50.4 3.4 3.5 1.2 0.4 138.6 197.4
1931 44.1 3.3 3.3 1.0 0.5 123.5 175.6
1932 46.4 3.8 3.3 0.9 0.4 124.8 179.6
1933 71.1 3.3 4.2 1.4 0.4 135.7 216.1
1934 47.5 3.4 5.4 2.0 0.4 132.8 191.4
1935 59.5 3.3 6.0 2.1 0.4 148.8 220.1
1936 82.1 3.9 6.8 2.3 0.5 152.9 248.5
1937 95.1 4.4 9.0 0.5 0.6 180.1 289.8
1938 91.2 5.0 11.9 0.7 0.6 171.2 280.6
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生産量の70％から80％は輸出向けであったといわれ、残りは東毛の機織地域など国内での消費にむ
けられた。海外向け生糸輸出が1900年ころから急激に増大したにもかかわらず、県の生産量はこの
ころそれに比べて相対的に伸びが小さい。それを図1-2と図1-3とで確かめてみよう。図1-2は1881年
から90年までの、輸出生糸に対する県産生糸の数量比を表している。84年と85年のデータが欠落し
ているが、15％から35％までその変化は大きい。図1-3は1901年から38年までの同じく数量比である。
01年には14.4％であったがその後低下し、県の生産量が増え始めた20年以降では8％から10％の間
で一進一退し、33年に11％と10％を超え、その後10％から12％の間で38年まで変化している。他県
ともに県産生糸の輸出割合が一定であると仮定して、80年代に 3 割を超える年がみられたにもかか
わらず、1900年以降は減少傾向を示し、30年を過ぎてから 1 割を超えて安定したといえよう。
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　この間、20年、27年、30年に日本経済は恐慌に見舞われ、糸価、米価の暴落は周知の事実であっ
たから、県内農家が経済恐慌時に、生糸、米の価格の下落に伴う所得の減少を生産増で補おうとし
たと推測できる。市場価格が安定しないにも拘らず、生糸の増産が進められわけだが、1910年代か
ら30年代後半の生産体制は幕末の開港以降どのように形成されてきたのかを、次に検討してみよう。
　生糸が生産されるまで栽桑、養蚕、製糸の業があり、栽桑では桑品種、桑園整備、栽培など、養
蚕では蚕種、人工ふ化、飼育、蚕病予防、蚕種検査などの製造・管理技術が必要である。製糸業を
除き、農業分野であるこれら栽桑と養蚕の 2 業種においても長期の設備投資が行われたであろう。
本節では製糸業に焦点を当て、生産高や価格の推移を見ながら本県製糸業の状況を振り返ってみよ
う。
　表1-2は開港後の横浜での生糸価格とその変
化率を示している。変化率が大きく、価格が安
定しないことがわかる。また、図1-4は1870年
から1944年までのトン当たりの生糸価格の変化
を示している。1870年から1914年ころまでは緩
やかな上昇傾向を見せているが、1915年から20
年にかけて急激に上昇し、20年ころピークに達
した。その後30年まで低下を続け、35年あたり
からようやく回復し始めている。開港初期は、海外の糸価の1/5程度といわれた日本産生糸に需要
が殺到し、国内の供給量にも限りがあったため、投機的な取引が行われたと予想される。当時は生
糸売込商と外商が横浜の居留地で商う管理貿易体制でもあった。
　さて、横浜開港後、日本が海外に向け生糸の輸出攻勢に出ようとするとき、本県は他県との厳し
表1-2　生糸価格と変化率
価格
ドル/俵 変化率 ％西暦年
1860 192.43
272.77 41.8
311.59 14.2
334.91 7.5
394.35 17.7
1865 484.32 22.8
625.36 29.1
651.42 4.2
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い競争を強いられていたと思われる。その原因の一つに、類書でも指摘するように、製糸業におけ
る技術の改良が本県は長野県などに比べ遅れた点があげられる。また、近世から農家の副業として
養蚕が行われてきたため、輸出商品としての生糸を生産する体制の整備は、近世の生産体制を前提
に始められた点も指摘できよう。郡是製糸や片倉製糸など営業製糸との競争は、技術の改良がもた
らす生産効率性を考えるうえで格好の事例であるといえる。そこで、農商務省大書記官であった前
田正名（1850-1921）が中心となり、1884（明治17）年に編纂した『興業意見』から当時の群馬県
の様子をうかがってみよう。
　県情勢の分析は「農工商孰れも衰退を極めたり」2という書き出しで始まっている。そのため、生糸、
織物、米麦作いずれも利益が少ないとの判断を示している。図1-5は生糸に関してその判断根拠と
なる「群馬県下蚕糸額及び品位比較表」と1884（明治17）年以降の「今後十ヶ年間生糸生産額高の
進歩すべき見込の図」を 1 つにまとめたものである。この表と図において産額とは数量（斤）、産
高とは生産金額（円）である。ここでは生産量はその生産方法から器械、改良座繰、提造に 3 分さ
れている。1878（明治11）年にはそれぞれ17692斤、24462斤、554729斤であった。この生産方法が
生糸の品位に対応している。すなわち、器械製糸は上、改良座繰製糸は中、提造り糸は下である3。
図1-5から、これらの合計は次第に増大しながら、その割合は提造が減少し、改良座繰りが増加し、
図中では分かり難いが器械はほとんど増減がないことがわかる。そして84年以降の生糸価格は 1 斤
 
2 　群馬県の農業は「収穫物一般下落を来たし、栽培労費に比し得失相償はざるより、追追生計に苦み、所有の地券多くは抵当
に供し、一時の金融を計りしもの遂に償還の道を失ひ、在来の土地を固有すること能はず、従て肥料の準備、糞培方法等充分な
らざるより、物産追追粗濫に流れ、産額を減じ、且土地の転売極りなく、保護完全ならずして漸次地力を衰退せしむ」状況であっ
た。製糸業の前提である栽桑、養蚕ともに状況は厳しさを予想させる記述である。工業は「製糸織物を首眼とすれども、製糸業
は明治十五年以降価格著しく低落し、且販路も充分ならずして、之に従事するものの困難名状すべからず。（中略）収支損益の上
より言へば、将来継続の目的覚束なきの現状」であった。そのため「織物も漸次衰退し（中略）此儘放任せば粗悪低価物の外は
自今産出の目途なし」という。「物産中生糸、織物、蚕紙、及び米麦は之を二十年前に比すれば殆ど一倍又は五、七割増額したれ
ども、其製出費、途は亦多端にして、収支の計算上より言へば、利益を見るも甚だ少な」い現状との認識であった。（『興業意見
　統計乙の部』pp165-166）
3 　1890（明治23）年東群馬郡前橋町における改良捻造糸の 1 斤当たり価格は4.473円、提糸は同じく1 斤当たり4.099円とある。
（『明治二十三年群馬県統計書』）
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図3-1　製糸所の資本構成比率　単位：％
図1-2　輸出に対する県産生糸の割合（1）
図1-3　輸出に対する県産生糸の割合（２）
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当たり 6 円を仮定しており、前橋における1881年の7.86円と1883年5.02円の平均値6.4円にほぼ同じ
である。将来価格を算定し、価格の安定を仮定して、生糸の量産と品質向上を目指し、生産金額の
増大が県の産業興隆を促進するという目論見であった。前田は群馬県における勧業政策として次の
3 つの提言を行っている。すなわち、①蚕糸業の衰退を挽回し、その販売法を改める②養蚕と桑園
を改良し、増大させる③織物を改良し、海外へ販路を広げ、需要者の便利を増す、である。生糸生
産に関しては、具体的には生産方法の改良と製糸場に対する支援政策であった。節を改めて生産方
法の改良を見てみよう。
２．製糸業における技術改良
　繭から糸を挽く最も簡単な方法は手繰りといわれ、繰糸工が糸取鍋の中にある繭の糸口を取り、
糸枠を回転させ、生糸を巻き取る方法である。糸枠の回転速度を増すため、それに歯車を取り付け
たのが上州座繰器である。山田〔1974〕によれば、その登場時期は18世紀後半から19世紀のようで
ある4。この作業は一人で行うことができるが、糸枠の回転速度が一定しないため、糸すじや節む
らができやすい。品質の問題は、例えば1849（嘉永 2 ）年に京都糸問屋仲間から前橋の糸仲間に対し、
上州糸の品質低下について寄せられた注文5からも知ることができる。折から、足利、桐生の織物
業が発展し、生糸への需要が増大した。生糸の品質は繰糸工の熟練度や作業態度に依存するため、
座繰り糸の品質低下は起こりやすい問題であった。1859（安政 6 ）年に横浜が開港すると海外への
輸出品として生糸が脚光をあび、群馬県では生糸需要の増大に生産が追い付かず、糸価の高騰が起
こり、活況を呈した。深沢雄象の娘孝（1860-1954）は「当時一般座繰り製糸は、お話にならない
程の乱暴な粗製濫造（中略）、製糸法なども実に幼稚でもあり（中略）、糸の太さなど全然一定して
いませんし、之を検査などする方法もありませんでした（『器械糸繰り事始め』p159）」と述べている。
古くから農家の副業として行われてきた製糸は座繰器があればどの家でも可能であった。糸価の高
騰は粗製濫造と生糸の品質低下を招き、糸価の反落を引き起こすため、品質の向上と生産体制の整
備が必要となる。品質を安定化するために改良が加えられるようになったのが改良座繰りである。
　石井〔1986〕によれば1877（明治10）年以降座繰器にさまざまな改良が施されたという6。繰糸
工程では「数個の繭からとった糸を一本の生糸にまとめてゆく弓形の接緒器と（中略）毛坊主とい
われる集緒器があり」、「前橋町の桐華組では従来の銅線弓に代えてガラス製の弓を接緒器に用いた
 
4 　「天明 3 年（1783）には岩瀬吉兵衛が水力八丁車を開発、ついで孫笠原吉郎によって回転時計が考案され、撚糸八丁車が完
成された。糸挽きも胴取式から“二つ取”と称する上州座繰器が工夫され、全国的に有名になった。高崎藩士沼賀藤十郎も幕末
期水力を利用した製糸機械を発明した（山田〔1974〕pp166-167）」とある。また、同書166頁に上州座繰器の写真が掲載されて
いる。
5 　「225　年次不詳（嘉永二年カ）前橋領糸仲間国産糸品質向上方につき口上書」には「就中両三年違作ニ付まゆ出来方不宜候
ゆへ、自然挽かたふしむら出来候哉（中略）入念ふしむら無之様御挽方可被下候」とある。糸挽きが「近年糸上下ニあみ方殊之
外猥ニ相成、上下ニあミ付有之候者稀ニシカ而、上へ計りあミ、又者上下ニ共ニあミ不附類沢山ニ相成、市場ニ而取扱之内殊之
外乱れ、又者糸筋切れぎれニ相成候類数多有之候」とある。その原因は「糸挽方まゆ之升数ニ相抱り候哉、糸すしふしむらニ不
構引出し候類多く有之」という。品質低下の原因は、繭量に賃金が比例する賃金計算方法にあるという。（『群馬県史　資料編14
近世 6 』pp498-499）
6 　石井寛治「明治期の群馬の生糸」『群馬の生糸』所収。同頁にある第 7 図参照。
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（『群馬の生糸』p111）」が、改良座繰りとは座繰器の改良だけにとどまらず、繰糸枠（小枠）にと
った繰糸を絡交装置の付いた揚返器を用いて大枠に揚げ返す工程がその核心であった（同p113）と
いう。生糸を大枠にとった後、「生糸の束ね方を、それまでの提造りから捻造りへと変更したのは（中
略）むしろ改良の表現（同上p113）」ともいえるが、「（精糸）原社は揚げ返しにより捻造りとして
検査を容易にし、品質の向上に意を注ぎ、一定規格を定めて出荷した（『富岡日記・機械糸繰り事始め』
p147）」点に注目したい。
　深沢雄象らが前橋細ケ沢に開いた製糸所では、銅の打ち出し鍋を下から燃し火で加熱して糸取鍋
に用い、索緒器の口立箒には細い草箒を、集緒器には穴を開けた碁石を使用したという。そして、
煮繭をせず、糸取鍋に繭を入れ索緒器で糸口を取り、集緒器を通って糸を大枠に直繰し、数本を共
撚りする（『器械糸繰り事始め』p158）イタリー式であった。1871（明治 4 ）年には、 1 人が糸取
鍋の中にある「繭を 2 本の竹の刷毛の先であやつり」、相方の 1 人に「糸の端を渡してやり」、その
相方は「繭 7 つ分もしくは 8 つ分をまとめて車に送る作業」を行うが、その車（大枠）は人力で動
いていたとう（『群馬の生糸』pp93-94）。器械製糸と呼ばれる所以は糸枠を繰糸工以外の人力で回
した点にある。そのため繰糸工は糸繰りに専念できるようになり、糸すじや節むらが減少し、品質
が向上した。「糸を取る小枠の回転を女工がそれぞれ自分の手で行っていたのをやめて、一本の長
い棒にいくつもの小枠をつけて、なんらかの動力でいっせいに回転させる（中略）女工は両手を使
って繭から糸を取る作業に集中できるから能率がぐんと上がるし、小枠の回転速度がそろうから生
糸の品質もそろう（『群馬の生糸』p82）」からである。人力はやがて水車動力や蒸気力にかわったが、
繰糸工の人数と大枠を増やして一斉に作業を進める方法が確立したことになる。そして、この揚げ
返しの工程は共同の揚返所で集中的に行われたが、組合員を組織し、共同揚返所を運営するのが組
合製糸の原形となった。
　深沢利重は後に煮繭を行い、糸を直接大枠に取る直繰りをやめ、生糸を一旦小枠にとり、再び大
枠に繰り直す方法に改めている。生糸の揚返しにより「糸のホグレ」（『器械糸繰り事始め』p177）
が良くなるという。生糸の品質向上だけでなく、生糸の増産に向けて繭の生産高も増加したが、繰
糸までの保存のため繭の乾燥技術にも関心が向けられていく。
　今村式自動乾燥機は今村品太郎が発明した。1912（大正元）年に交水社共同組製糸所が今村式自
動乾燥機を購入したという。「機械はおよそ20メートルの金網が 4 段に張ってあり、蒸気機関で往
復運動し」「 4 段目200度、 3 段目180度、 2 段目170度、 1 段目160度で、 4 段全部を通ってくると
すっかり乾燥した繭」になる。「一昼夜の乾燥量約2200貫（中略）従来の乾燥機に比較して優に 2
倍以上の乾燥力（『群馬の生糸』p176）」であった。
　また、多条繰糸機が数種発明されている。「繰糸機の緒数は明治末期には 4 緒が普通であった（『同
上書』p224）」が、1903（明治36）年ころ御法川直三郎が発明した御法川式多条繰糸機は1914（大正 3 ）
年に原合名富岡製糸所に20条繰糸機が48台導入され、1931（昭和 6 ）年には同所に664台が設置さ
れていた。1930（昭和 5 ）年代に郡是製糸、片倉製糸が導入し、「一釜当たりの緒数を10条から20
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条くらいまでに増して、回転数を低くし」「糸条班検査にも好成績（『同上書』p224）」をあげる高
品位の生糸が生産されるようになった。高品位の生糸に対する需要が増大していたニューヨーク市
場において、Minorikawa Raw Silkは多額のプレミアムつきで取引されたといわれる。1930（昭和
5 ）年には半田善四郎が半田式多条繰糸機を発明、1932（昭和 7 ）年には丸卜組製糸工場に大宗式
多条繰糸機350台が設置された。同年、共盛組、井口製糸所、誠光社に大宗式多条繰糸機が各66台
設置され（『同上書』p224）、県下に繰糸機が導入されていった。以上製糸業における技術の改良は、
上州座繰器を使う座繰り式、改良座繰り式へと代わり、合わせて動力を利用する器械式へと移る過
程で、複数の工程において進められていったことがわかった。近世から農家の副業として行われて
いた養蚕・製糸業に国際競争力を持たせるためには、こうした改良技術を全域に広めていく媒体と
して製糸所とそのための資金が必要であった。産業の近代化は会社形態と資本に依存している。
３．製糸所と興業政策
　表3-1は1859（安政 6 ）年から1881（明治14）年まで、横浜の生糸売込商店と県内製糸所、そし
て生糸輸出や金融に関連した会社が開設された年をまとめたものである。開港のころ亀屋原善三郎
商店など商店がほぼ出揃い、その10年後に前橋藩直営の生糸問屋敷島屋庄三郎店が開設されている。
表1-2とあせてみれば、開港後の生糸相場が、これら売込商とJardine, Matheson & Co.など外商に
多くの利益をもたらしたと思われる。さて、開港後の生糸需要の増大を背景に、士族授産を目的と
して、1870年 6 月、前橋細ケ沢に前橋藩士深沢雄象、速見堅曹らがスイス人技師Mullerを招き、イ
タリー式器械を設置した製糸所を開設した。当初は 6 人取りであった。8 月に岩神村大渡に移転し、
15人取りに拡張された。群馬県下最初の製糸工場であった。1872（明治 5 ）年 9 月には官営富岡製
糸場が開設されたが、仏式器械300台を設置し、蒸気機関を備えた最新式の製糸工場であった。廃
藩置県に伴い73年に前橋製糸所は小野組に払い下げられた。74（明治 7 ）年 2 月には勢多郡水沼村
の星野長太郎が水車動力の器械32台を備えた水沼製糸所を開設、翌75（明治 8 ）年には深沢雄象が
関根製糸所を開いている。1870年の前橋製糸所開設に始まり、81年の上毛物産会社創設に至るまで
の12年間が群馬県における製糸業の近代的再編の第 1 段階であった。官営工場に比べ、民間製糸所
は規模が小さい。『興業意見』が編纂された当時、県下には民間の改良座繰製糸業に43社が報告さ
れている。ここで再び前田正名『興業意見』に戻り、彼の興業政策を見てみよう。
　前田は前述の分析と見通しを踏まえ、群馬県における「勧業上最急の要務」の第 3 項「重要物産
中資本も充分に事業も確実に従事者も方正にして尚ほ一層進歩せしむべきもの」として、製糸業、
養蚕業、織物業、そして麻の生産をあげている。製糸業の目標は、提造製糸から改良座繰製糸へ漸
次改造し、生糸の品質を高め、海外市場への輸出を促進し、外貨獲得を増大することであった。そ
れには「器械製糸及改良座繰製糸の衰勢を挽回せんには次の数項を行ふを要す」として、①資金の
貸与②収支報告③原料繭購入区域の設定④製糸所の集約化、を提案した。それぞれ提案の理由が述
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べられている。①に関して「他より資金を借入んとするも金融閉塞の際容易に行はれ難い」と当時
の金融情勢をその理由にしている。また、④に関しては、 1 郡 1 か所に社を集約すれば冗費の節約
により経営の効率化と品質の均質化が実現できるという。前田が資金の貸与を政策の第 1 にあげる
のは、松方財政後の疲弊した県産業の姿がその背景にある。県下の製糸所は果たしてどのような資
金状況であったのか、次に検討してみよう。
　表3-2は研業社を含む15社の資金状況を表している。全力用資金を必要資本金、従前資金を払込
資本金と理解し、全力用資金に不足する資金額を政府などからの貸与資金と追加募集による追募資
金により補うことを示している。従前資金は研業社が1655円、水沼製糸所が1600円などであるが、
図3-1を見れば、資金不足の状況は一目瞭然である。図中の従前/全は従前資金の全力用資金に対す
る割合を、貸与/全は貸与資金の全力用資金に対する割合を、そして追募/全は追募資金の全力用資
表3-1　商店と製糸所の開設 数字は開設の月
西暦 主な横浜生糸売込商 主な製糸所 主要人物 関連する会社 主要人物
1859 亀屋原善三郎ほか
1860 12野沢屋惣兵衛
1861
1862
1863
1864
1865
1866
1867
1868
1869 3 敷島屋庄三郎
1870 8 前橋（大渡）製糸所 深沢雄象・速水堅曹 高山社 高山長五郎
1871
1872 9 富岡製糸所 尾高惇忠 島村勧業会社 田島弥平・武平
1873 1 小野組前橋製糸所、共研社
小暮求三郎・
徳江八郎
1874 2 水沼製糸所、大渡製糸所
星野長太郎、
勝山宗三郎 渋沢商店 渋沢喜作
1875 9 関根製糸所 桑島新平・深沢利重
1876 私盟会社三井物産 益田孝
1877 8 交水社 高須泉平
1878 （前橋）精糸原舎 8碓氷精糸社
深沢雄象、
萩原音吉
1879 天原社 6 徳江製糸所 江原芳平、徳江八郎
1880 北甘楽精糸会社 12上毛繭糸改良会社、同伸会社
星野長太郎、
新井領一郎
1881 6 上毛物産会社
横浜開港は1859年6月
2 穀屋清左衛門、3 加部安左衛門、4 仲居屋重兵衛、藤屋藤三郎、5 塩谷屋新八郎、6 上州屋平八、
9 吉村屋幸兵衛、12不入屋伊兵衛
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金に対する割合を、それぞれ表している。将来の事業展開に向けて必要な資本金額に対し研業社、
水沼製糸所の払込資本金はそれぞれ7.6%、7.4%でしかなく、ほとんどを政府などからの貸与資金に
依存しようという状態であった。豪農といわれた星野家であっても近代的な製糸工場を展開するに
あたり、いかに資金不足に悩まされたか想像に難くない7。1878（明治11）年に深沢雄象、星野長
太郎が中心となって創設した精糸原社の場合でも、従前資金の全力用資金に対する割合は27.3%し
かなく、政府の資金貸与や追加募集を必要としていた。その一方、荻原音吉らが同年碓氷精糸社を
創設したが、従前資金の全力用資金に対する割合は43.5%、共立製糸社のそれは73.3%と、15社平均
 
7 　尤も星野長太郎は新井領一郎とともに米国など海外市場への直輸出を目指していたので、そのための活動資金も全力用資金に
含まれていたかもしれない。星野長太郎と生糸直輸出に関しては富澤〔2002〕を参照。
表3-2　製糸所の資本構成 単位:円
製糸所 従前資金 貸与資金 全力用資金 追募資金
研業社 1655 20000 21655 　
水沼製糸所 1600 20000 21600 　
勝山製糸所 13000 20000 40000 7000
五丁田製糸所 10000 7000 20000 3000
田代製糸所 5000 5000 12000 2000
共研社 3400 10000 15400 2000
勧奨組合 700 5000 6700 1000
神山製糸所 8950 10000 21950 3000
精糸原社 7 組連合 15000 30000 55000 10000
交水社 10000 15000 30000 5000
碓氷製糸社14組連合 38488 40000 88488 10000
北甘楽精糸社15組連合 23120 30000 63120 10000
吾妻精糸社12組連合 32560 20000 62560 10000
緑野製糸社17組連合 10000 15000 30000 5000
共立製糸社19組連合 55000 15000 75000 5000
計 228473 262000 563473 73000
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製糸業における技術改良と群馬県の生産体制（今野）
の40.5%を上回っている。政府からの資金貸与は年6%の利払いが条件であるため、いかに従前資金
を集めるか、が問題となってくる。南 3 社の 1 つである碓氷精糸社は西毛の生産農家で構成される
組合であるが、この従前資金の払い込み率の高さが同社の発展の基礎であったことに注目したい。
　石井〔1986〕によれば、碓氷社の組合員になるための最低資格条件は、年間生糸製造量が 1 貫200匁、
1 株20円の払い込みであり、組合員には 5 反以上の土地を所有する中農層が多かったという（『群
馬の生糸』p122）。養蚕農家を組合員に組織し、組織を広域化していく組合結社は、共同揚返所の
運営のみならず、座繰器の改良などにも貢献したと思われるが、そうした資本の出資や設備投資を
可能としたのは一定の社会階層であったといえよう。前田の『興業意見』は、当時の県製糸業の状
況を踏まえ、生産事業者を鼓舞する政策提言であったといえる。しかし、小規模製糸所が乱立する
状況は長続きせず、いくつかの閉鎖・売却を通して集約化が進められていった。前橋製糸所は小野
組が破産した後、生糸商勝山宗三郎が経営する大渡製糸所となった。水沼製糸所は1899（明治32）
年に、関根製糸所は1909年に消滅したが、碓氷精糸社は1910（明治44）年に産業組合組織に改編し、
1942（昭和17）年に群馬県糸連に吸収され、存続した。表1-1が示すように県の製糸業は明治末期
から大正期に第 2 期を迎え主要産業としての地位を確立し、また、図1-3が示すように日本の生糸
輸出とほぼ歩調を合わせるように増産を達成したのであった。
おわりに
　群馬県における製糸業の近代的な再編成を、技術の改良と生産体制の構築という視点から検討し
た。近世から存在した座繰り式に改良を加えて改良座繰り式の技術は確立されたが、それは大正初
期まで器械製糸に対し優位であった。そのためか、本県では器械製糸の発達が長野県などに比べ遅
れたといわれる。1870年に器械製糸の技術が導入されたにも拘らず、その新技術が定着しなかった
ことは、第 3 節において検討したように過小資本の問題を予想させる。一方、碓氷精糸社のように
組合製糸の形態を長く保ちながら存続しえた事例は、必ずしも片倉製糸のように株式会社形態を取
らなくとも競争力を維持しうることを示唆している。改良座繰りというミドル・テクノロジーはよ
り大きな設備投資を必要とする工場制の器械製糸に比べ、組合製糸には適当だったともいえよう8。
しかし、このころの組合製糸の競争力の源泉はどこにあったのか、本稿では取り上げなかった。ま
た、第 3 節でみた製糸所の資金状況はその後どのように推移し、県内の金融機関はそれにどう対応
したのか、その関連についても触れられなかった。本県製糸業の第 2 期以降の展開にも関心がもた
れるが、ともに今後の課題としたい。
 （こんの　まさのぶ・本学経済学部教授）
 
8 　碓氷社など南三社は、明治40年代から大正初期にかけて改良座繰り製糸から器械製糸へ転換していった。県産生糸の増加し
始めた時期でもある。小池〔1984〕を参照。
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図表は以下の資料を元に筆者が作成した。
表1-1「群馬県の生産額」：『群馬県統計書』各年版
図1-1「 県産生糸と輸出生糸」：日本銀行『明治以降本邦主要経済統計』pp282-284、『群馬県統計書』
各年版
図1-2「輸出に対する県産生糸の割合（ 1 ）」：同上
図1-3「輸出に対する県産生糸の割合（ 2 ）」：同上
表1-2「生糸価格と変化率」：『横浜市史』第 2 巻
図1-4「生糸輸出価格」：日銀『明治以降本邦主要経済統計』ほか
図1-5「群馬県の生糸生産量と見込み」：前田正名『興業意見・所見』
表3-1「商店と製糸所の開設」：『横浜市史』第 2 巻ほか
表3-2「製糸所の資本構成」：前田正名『興業意見・所見』pp178-184
図3-1「製糸所の資本構成比率」：同上
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